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核兵器・核実験モニター

　2013年10月7日、第68回国連総会第1委員会（軍縮・国際安全保障）がニューヨークの国連本部で開会
した。16日までは「一般討論」、17日から25日までは「テーマ別討論」が行われ、11月5日に終了する。
ここで最も注目を集めた一つは、21日に発表された4回目の「核兵器の人道的影響に関する共同声明」
である。ニュージーランドが主導した今回の声明は、非核兵器国を中心に賛同国を集めた結果、国連加
盟国の約3分の2に当たる125か国まで拡大した。日本も初めて賛同した。

声明の意義
　核兵器の人道的影響に関する共同声明は、12
年5月2日、15年NPT再検討会議第1回準備委員
会で、オーストリアなど16か国により初めて発
表された1。その後、10月22日、国連総会第1委
員会でスイスなど35か国が2回目2、13年4月24
日、15年NPT再検討会議の第2回準備委員会で
は、南アフリカの主導で3回目3が発表された。3
月にオスロで開かれた「核兵器の人道的影響に
関する国際会議」4の成果を踏まえ80か国まで賛
同が増えた。
　声明の全訳を3ページの資料に示す。今回の声
明においても、最も重要な点は、「核兵器がいか
なる状況下においても使用されないことに人類
の生存」がかかっているという一文である。核兵
器の不使用を強く求める声明に、国連加盟国の3
分の2が賛同したのである。非核保有国が、核兵
器国を包囲する形が形成されつつあると言って
もいい。
　また声明は、「核兵器のもたらす凄惨な人道的
結果はそれが最初に使用された瞬間から明白な
ものであり、その瞬間から人類はそうした脅威
の存在しない世界を切望して」きたと述べた上、

「それがこの声明を発することにもつながって」
いると強調した。
　今回の声明には「人道的焦点」（Humanitarian 
focus）という表現が新しく登場した。これまで
は、「核兵器の人道的な側面」と表現していたが、
この問題が焦点化されたことを示し、更なる議
論の促進を意図したものと見られる。声明は、

「核兵器のもたらす人道的結果は長年核軍縮及
び核不拡散の議論の中心には据えられてこな
かった」ことを力説した後、「人道的な焦点がグ
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ローバル・アジェンダにおいて十分に確立され
ている」とした。「今日において人道的焦点への
政治的支持が拡大していること」はまさに125
か国(バチカンを含む)という賛同国の数が証明
している。
　しかし、今回の声明の一つの残念な大きな変
化は、「法」についての言及がなくなったことで
ある。過去3回の声明を見ると、1回目は、法的拘
束力を持つ国際条約によって禁止されなければ
ならないとの提案を伴うものであった。2回目
は、10年NPT再検討会議最終合意文書の「行動勧
告」5が、「すべての加盟国がいかなる時も、適用
可能な国際法を順守する必要性を再確認する」
と述べたことを強調し、全ての国に対し、核兵器
の使用の非合法化に努力する責任があると主張
していた。3回目では、国際赤十字及び赤新月社
運動代表者会議の11年決議6を挙げ、核兵器使用
がもたらす人間の苦痛と国際人道法との関係に
言及し、10年NPT再検討会議の行動勧告の完全
な履行を強調することによって、核兵器使用の
非合法化の基調を維持した。しかし、今回これら
の記述はない。より多くの賛同を確保するため
に、削除したと見られる。

賛成に転じた日本と
もう一つの非人道性声明

　日本は、1回目の声明から一貫して賛同を拒否
してきたが、今回は声明に賛同する道を選んだ。
日本が賛同を拒否してきた理由は、「いかなる状
況下においても使用されない」という文言が日
本の安全保障政策に整合しないというもので
あった。それ故に、委員会が開会する直前、日本
が今回の声明に賛同する可能性があるという情
報が流れた時、この表現が残るか否かに関心が
集まった。結果的に、これは残され、日本がこれ
に異議を唱えることはなかった。このような変
化をもたらした最大の理由は、被爆地を始めと
する国内世論の圧力であった。
　10月22日、岸田文雄外務大臣は、談話7を発表
し、「我が国の安全保障政策や核軍縮アプローチ
とも整合的な内容に修正されたことをふまえ」
参加することとしたと話した。特に、「核兵器に
よる壊滅的な結末への認識が、核軍縮に向けた
全てのアプローチ及び努力の下支えとなるべき
であると確信している」との考えを「核兵器使用
の悲惨さを最もよく知る我が国」として支持す
るとしている。これは、いかなる状況下でも核兵
器は使用されてはならないことを強調したこと
になる。ただ、外務大臣談話では触れられてい
ないが、同声明から国際法に関する記述がなく
なったことが、日本が賛同する要因の1つであっ
たと見られる。

　同声明が発表された21日、オーストラリアな
ど17か国が同じタイトルの声明8を発表した。こ
の声明は、「核のない世界を達成するためには、
全ての国、特に核兵器国の高い政治的意志が必
要だ」と述べた上、「核兵器を禁止することだけ
では核兵器の完全廃絶はできない」とし、「核保
有国の持続可能かつ建設的な参加が必要であ
り、核兵器に関する議論において、安全保障と人
道的側面の両方が大事である」と主張した。同声
明の賛同国の中の14か国が北大西洋条約機構
(NATO)の加盟国であり、日本も含まれる。両方
の非人道性声明に賛同している国は日本が唯一
である。同声明は、安全保障面の議論が必要との
立場を示した半面、人道的焦点への支持を無視
できない核抑止依存国の意識を表していると読
める。

期待される次への展開
　今回の声明が述べるように、人道的側面に関
する議論は近年様々な場を通して急速に発展し
ている。しかし、重要なのは今後に向けて明確な
目標を設定し戦略を具体化することである。9月
26日、核軍縮に関する国連ハイレベル会合にお
いて、メキシコは第2回「核兵器の人道的影響に
関する国際会議」の開催を公式に発表した。この
メキシコ会議などを活かしてNPDI広島会合や
NPT再検討会議第3回準備委員会などにつなげ
ていかなければならない。
　今回の声明に賛同国が増えた背景には、市
民社会の役割がある。アボリッション2000や
ICAN（核兵器廃絶国際キャンペーン）など国際
NGOによる、国連における軍縮に関する議論の
場での訴え、核兵器の人道的影響に関する専門
的な情報提供、各国の政策を考慮した適切なロ
ビー活動など多様な努力が一定の影響力を果た
した。また、日本政府が賛同したことは意義のあ
ることであるが、「いかなる状況下においても使
用されない」という表現と日本が依存する核抑
止論の矛盾について政府を追及し、核抑止に依
存する政策の転換を求めていくことが日本の市
民社会の次の大きな課題であろう。

（金マリア、湯浅一郎）

注
1　本誌第405号(12年8月1日)に全訳。
2　www.reachingcriticalwill.org/images/

documents/Disarmament-fora/1com/1com12/
statements/22Oct_Switzerland.pdf

3　本誌第423－4号(13年5月15日)に全訳。
4　本誌第419－20号(13年3月15日)に関連記事。
5　本誌第354号(10年6月15日)に全訳。
6　本誌第391－2号(12年1月15日)に抜粋訳。
7　www.mofa.go.jp/mofaj/press/page4_000254.html
8　www.reachingcriticalwill.org/images/

documents/Disarmament-fora/1com/1com13/
statements/21Oct_Australia2.pdf



１９９６年４月２３日第三種郵便物認可　毎月２回１日、１５日発行 3 核兵器・核実験モニター　第435号　2013年11月1日

【資料】第68回国連総会第1委員会
核兵器の人道的影響に関する共
同声明
デル・ヒギー・ニュージーランド
大使による演説

2013年10月21日

議長、

私は、国連加盟国であるアフガニスタン、
アルジェリア、アンゴラ、アンティグア・
バーブーダ、アルゼンチン、オーストリア、
バハマ、バーレーン、バングラデシュ、バル
バドス、ベラルーシ、ベリーズ、ベニン、ボ
リビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワ
ナ、ブラジル、ブルキナファソ、カンボジ
ア、カメルーン、ケープベルデ、中央アフリ
カ共和国、チリ、コロンビア、コンゴ、コス
タリカ、コートジボワール、キューバ、キプ
ロス、コンゴ共和国、デンマーク、ジブチ、
ドミニカ共和国、エクアドル、エジプト、エ
ルサルバドル、赤道ギニア、エリトリア、
フィジー、ガボン、グルジア、ガーナ、グレ
ナダ、グアテマラ、ギニア、ギニアビサウ、
ハイチ、ホンジュラス、アイスランド、イン
ドネシア、イラク、アイルランド、ジャマイ
カ、日本、ヨルダン、カザフスタン、ケニア、
キリバス、ラオス、レバノン、レソト、リベ
リア、リビア、リヒテンシュタイン、マケド
ニア、マダガスカル、マラウイ、マレーシ
ア、モルジブ、マリ、マルタ、マーシャル諸
島、モーリシャス、メキシコ、モンゴル、モ
ンテネグロ、モロッコ、モザンビーク、ミャ
ンマー、ナミビア、ナウル、ネパール、ニカ
ラグア、ニジェール、ナイジェリア、ノル
ウェー、パラオ、パナマ、パプアニューギ
ニア、パラグアイ、ペルー、フィリピン、カ
タール、ルワンダ、サモア、サンマリノ、セ
ネガル、セルビア、セイシェル、シエラレ
オネ、シンガポール、ソロモン諸島、南ア
フリカ、南スーダン、スリナム、スワジラ
ンド、スイス、タンザニア、タイ、東チモー
ル、トーゴ、トンガ、トリニダード・トバゴ、
チュニジア、ツバル、ウガンダ、ウクライ
ナ、アラブ首長国連邦、ウルグアイ、バヌア
ツ、ベトナム、イエメン、ザンビア、そして
我が国ニュージーランド、ならびにオブ
ザーバー国であるバチカンを代表し、発言
しています。

私たちは、核兵器のもたらす壊滅的な
人道的結果について深く懸念してい
ます。過去における実際の使用ならび
に実験は、これらの兵器の持つ甚大か
つ制御不能な破壊力、そしてその無差
別性がもたらす受け入れがたい惨害
を十分に示しています。今年3月にノ
ルウェー政府の呼びかけで開催され
た核兵器の人道的影響に関する会議
において事実情報に即した議論が行
われたことで、核兵器使用がもたらす
結果に関する我々の共通認識は深ま
りました。専門家及び国際機関が発し
た主たるメッセージは、いかなる国家
あるいは国際機関であっても、核兵器
爆発がもたらす短期的な人道上の危
機に対処しえず、被害を受けた人々に
十分な支援を提供できないというも
のです。

128か国の政府、赤十字国際委員会
（ICRC）、いくつもの国連人道機関、そ
して市民社会を含めた同会議におけ
る広範な参加は、核兵器による壊滅的
な人道的結果が根源的かつグローバ
ルな懸念であるとの認識を反映して
い ま す。2014年2月13－14日 に フ ォ
ローアップ会議を開催するとのメキ
シコの発表を私たちは心より歓迎し
ます。こうした問題、とりわけ核兵器
爆発による長期的な結果に関する理
解を広げ、深めることを目指したこの
会議に参加することは、すべての国に
とっての関心に見合うものです。私た
ちは市民社会の継続的な関与を歓迎
します。

こうした取り組みは不可欠なもので
す。なぜなら核兵器による壊滅的な結
果が影響を与えるのは政府のみなら
ず、この相互につながった世界におい
て一人ひとり、すべての市民に影響を
与える問題であるからです。それらは
人類の生存、私たちの環境、社会経済
的な発展、経済、将来の世代の健康を
左右しうる問題です。そうした理由か
ら、私たちは、核兵器のもたらす壊滅
的な結果に対する認識が核軍縮に向
けたあらゆるアプローチや取り組み
の下支えとなるべきであると確信し
ています。

これは当然ながら新しい考えではあ
りません。核兵器のもたらす凄惨な人
道的結果はそれが最初に使用された
瞬間から明白なものであり、その瞬間
から人類はそうした脅威の存在しな
い世界を切望してきました。それがこ
の声明を発することにもつながって
います。核兵器のもたらす人道的結果
は、1946年に国連総会が採択した第1
号決議をはじめとする数多くの国連
決議やNPTをはじめとする多国間の
法的文書に反映されてきました。著名
な核物理学者たちは1955年の時点で
すでに核兵器が人類の継続的な生存
にとっての脅威であり、核兵器戦争が
人類の終焉につながりうる旨を警告
していました。1978年の第1回国連軍
縮特別総会（SSOD－1）は、「核兵器は人
類ならびに文明の生存に対する最大
の脅威である」と強調しました。これ
らの懸念の表現は今日においても説
得力を持ち続けています。にもかかわ
らず、核兵器のもたらす人道的結果は
長年核軍縮及び核不拡散の議論の中
心には据えられてきませんでした。

したがって私たちは、いま人道的な焦
点がグローバル・アジェンダにおいて
十分に確立されていることに勇気づ

けられています。2010年のNPT再検
討会議は、「核兵器のいかなる使用も
壊滅的な人道的結果をもたらすこと
に深い懸念」を表明しました。こうし
た重大な懸念は、国際赤十字及び赤
新月社運動代表者会議による2011年
11月26日の決議や多国間核軍縮交渉
を前進させるための諸提案を議論す
る「オープン参加国作業部会」の設置
を決めた昨年の国連総会決定の原点
となりました。これは、核問題に関す
るいかなる議論においても核兵器の
もたらす人道的結果が重要視される
ことを国際社会に求めた、2013年8月
の「ラテンアメリカ・カリブ諸国共同
体」の訴えの基盤でもあります。先月
行われた核軍縮に関するハイレベル
会合においても、世界中の多くの国家
指導者が核軍縮の前進を訴えるとと
もに、人道的結果への深い懸念をあら
ためて喚起しました。今日において人
道的焦点への政治的支持が拡大して
いることはまさにこの共同声明が示
しています。

核兵器がふたたび、いかなる状況下に
おいても、使用されないことに人類の
生存がかかっています。核兵器爆発の
壊滅的な影響は、それが偶発的であ
れ、計算違いによってであれ、あるい
は計画的であれ、十分な対応を行うこ
とは不可能です。すべての努力はこれ
らの大量破壊兵器の脅威を取り除く
ことに割かれなければなりません。

核兵器が2度と使用されないことを保
証する唯一の方法は、それらを全面廃
棄することでしかありえないのです。
核兵器の使用を防止し、NPTの目標を
達成することやその普遍性を実現す
ることを通じたものを含め、垂直的・
水平的拡散を防止し、核軍縮を達成す
ることはすべての加盟国に課された
共通の責務です。

私たちは、ICRCや国際人道機関とと
もに、核兵器のもたらす壊滅的な人道
的結果の問題を議論しようという国
際社会の新たな決意を歓迎します。政
府が自らの責務を果たすと同時に、市
民社会は、政府と連携しながらこの問
題についての認識を高めるという極
めて重要な役割を有しています。私た
ちには、次世代と、上記のことを実行
し、それによって核兵器がもたらす脅
威を取り除くために、共に働く責務が
あります。

（長崎大学核兵器廃絶研究センター
（RECNA）暫定訳に、ピースデポが加
筆・修正した。）
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【資料】核軍縮に関する国連ハイ
レベル会合
第68回国連総会ジョン・W・アッ
シュ議長の閉会発言（抜粋訳）

ニューヨーク、2013年9月26日

（前略）本日、74人の国家元首や閣僚、
代表が、時としてきわめて情熱的に、
核兵器をこの地球から廃絶する決意
をあらためて述べました。このハイレ
ベルの参加者は、核軍縮に向けた世界
的な取り組みを追求しようとの加盟
国の決意を表しています。

軍縮という課題を形成するにあたっ
て重要な役割を果たし、これからも果
たし続ける市民社会の決意について
も、ここで触れさせてください。市民
社会の代表による意見陳述は、この議
論における歓迎すべき声であります。

核兵器なき世界を達成するという点
では広いコンセンサスがありますが、
この共通目標をいかに達成するかに
ついては、加盟国間で異なった考え、
あるいは対立する考えがあることは
明白です。意見の対立は普通のこと
であり、予想されることではありま
すが、だからといって、核兵器による
大規模な破壊の脅威なしに生きると
いう私たちのこの大きな目標の追求
が妨げられることはありませんし、そ

のようなことがあってはならない、と
皆様に申し上げたい。そこで問うべき
は、この共通目標に近づくためにすぐ
にとれる措置は何か、ということであ
ります。（略）

2国間及び単独の兵器削減では成果
があがっていますが、配備済み及び備
蓄核兵器の全体の数は依然として数
千発にのぼります。意図的であれ偶発
的であれ、これらの兵器が使用されれ
ば、人間及び環境への破滅的な影響が
あることでしょう。

多くの代表が、ジュネーブ軍縮会議
（CD）で取り組むことができる課題に
合意しようとの政治的意思の欠如に
失望を表明しました。このハイレベル
会合を招集した根底にある理由のひ
とつがそこにあります。

代表は、核軍縮と不拡散は相互に補強
するものであり、同時に追求されねば
ならないと強調しました。また、それ
は、核不拡散条約（NPT）に加盟してい
ない国を含むすべての国家によるも
のでなければならないという主張も
一部の国からはありました。

いくつかの国は、核軍縮の領域におい
てなかなか進展が見られないことへ
のいら立ちを表明しました。この進展

の欠如は、2015年NPT再検討会議の
成功とNPT体制にとって悪影響を与
えるかもしれないとの指摘もありま
した。

一部の核兵器国は、効果的な核軍縮措
置の実施は共通の責任であり、不可逆
性、検証可能性、透明性の原則に関連
して軍縮及び不拡散の目標を追求し
うる条件及び環境を作っていくため
に全ての国家が協力しなくてはなら
ない、と強調しました。

また、核軍縮という課題を前進させる
方法について、多くの建設的な意見が
ありました。

包括的核実験禁止条約の発効と、核分
裂性物質生産禁止条約の交渉入りを
加盟国は求め続けています。

いくつかの代表は、核兵器の保有、開
発、生産、貯蔵、移転、使用を禁止し、
もってその廃棄につなげるような、核
兵器禁止条約を求めています。

核兵器及びその他すべての大量破壊
兵器を中東からなくす地帯を創設す
るための会議を招集するとの合意を
速やかに実現することも、いくつかの
加盟国によって強調されたところで
す。

核軍縮に関する
国連ハイレベル
会合（2）

　2013年9月26日、初の「核軍縮に関する国連総
会ハイレベル会合」が、ニューヨーク国連本部で
開催された1。本会合では、5核兵器国を含む74人
の首脳や外相らとNGOが発言を行った（4～5ペー
ジに、議長閉会発言の抜粋訳）。
　多くの参加国首脳らは、核兵器国の核依存政策
を批判し、核兵器の人道的側面や廃絶の必要性を
訴え、核兵器のない世界へ向けた真摯かつ実質的
な取り組みを求めた。
　他方、核兵器国は、これまで同様、あくまでも核
兵器保有を前提とした主張を繰り返した。米国、
英国、仏の3か国は共同演説を行ったが、その冒
頭に掲げたのは旧態依然たる「ステップ・バイ・ス
テップ」（段階的）アプローチであった。
　共同演説は、「核兵器国と非核兵器国は、核軍
縮・不拡散へ向けた環境をつくるために、協力し
なければならない」とし、「強固かつ効果的な不拡
散体制は、核軍縮達成のために不可欠な要素であ

る」、「効果的なステップ・バイ・ステップ・プロセ
スは、我々の核軍縮努力において真の前進をもた
らす唯一の方法であり、そこにショートカットは

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

存在しない
4 4 4 4 4

」（傍点筆者）とした。これは、この数年
来、潮流となってきた核兵器の人道的側面に焦点
をあてたアプローチへの批判ともとれる。
　議長は閉会発言で、市民社会の役割の重要性に
も言及した。また、非同盟運動（NAM）を代表して
発言したイランは、5年後に本会議以後の進展を
確認するための、核軍縮ハイレベル国際会議を開
催することを提案した。ハイレベル会合自体が、
具体的成果を生むようなものではないかもしれ
ない。しかし、だとしても、今後定期的に、このよ
うな機会を設けることが重要であることは言う
までもない。（塚田晋一郎）

注1　本誌第433－4号に概要とモンゴル大統領演説。
「リーチング・クリティカル・ウィル」ウェブサイト
に各国演説。

核兵器国は保有継続に固執
―求められる多角的アプローチ
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実態なき「負担軽減」で辺野古移設を強行

「ガイドライン改定」で日本の分担拡大へ

ガイドライン再改定に合意
　10月3日、日米両政府は東京都内で日米安全保
障協議委員会（2プラス2）を開催した。日米「2プ
ラス2」が日本で開かれたのは初めてのことであ
る。協議を終えた岸田文雄外相、小野寺五典防衛
相、ジョン・ケリー国務長官、チャック・ヘーゲル
国防長官は、「より力強い同盟とより大きな責任
の共有に向けて」と題する共同発表1を行った。共
同発表の抜粋訳を資料（6ページ）に示す。
　今回、日米は「日米防衛協力の指針」（ガイドラ
イン）の見直し作業を14年末までに完了させるこ
とで合意した。共同発表は、「日米同盟のグローバ
ルな性質を反映させるため」の協力範囲の拡大、
相互の能力強化に基づく日米の「適切な役割分
担」などを、ガイドライン見直しの「目的」に掲げ
ている。97年に改定された現行のガイドライン
は、冷戦後のアジア情勢に対応して日米安保体制
を調整するという名目の下、「周辺事態」における
米軍の軍事行動に対して自衛隊が後方支援を行
うことを可能にした。これが、冷戦後の日本の軍
事大国化と「日米同盟」強化の方向性を定める重
要なステップとなったのは周知の通りである。上
記の見直しの「目的」は、17年ぶりの再改定によっ
て、日本の軍事的役割をさらに拡大する方向で

「日米同盟」強化を図ろうとする意図を示してい
る。
　また、日本で進行している、国家安全保障会議

（NSC）設置及び国家安全保障戦略（NSS）策定の準
備2、集団的自衛権行使への憲法解釈変更の検討、
防衛大綱見直しなどを、米は「歓迎し、日本と緊密
に連携していく」とされた。
　なお、拡大抑止に関しては、冒頭で「核及び通
常戦力を含むあらゆる種類の米国の軍事力によ
る日本の安全に対する同盟のコミットメントを
再確認した」と述べられる一方で、民主党政権時

の11年6月に行われた「2プラス2」の共同発表に
あった、「必要な抑止力を維持しつつ、核のない世
界における平和及び安全を追求する」3との言及
はなくなった。

グアム移転は20年代前半に開始
　在日米軍再編に関しては、まず、09年に締結さ
れたグアム移転協定の「改正議定書」4に署名が行
われた。改定の内容は、海兵隊のグアム移転と嘉
手納より南の基地返還の二つを普天間飛行場代
替施設（FRF）建設の進展から切り離す（パッケー
ジ論の放棄）、海兵隊要員約9千人とその家族が国
外に移転する、日本の財政負担は28億ドルを限度
とする等、前回の「2プラス2」（12年4月27日）の共
同発表で示された内容を協定に反映させるもの
である。ただし、今回の改定議定書によって、日本
資金を「グアム及び北マリアナ諸島連邦における
訓練場」の整備に支出することが可能とされた。
この訓練場は日米が共同使用することが想定さ
れている。共同発表は、グアム移転は2020年代前
半に開始されるとした。

実現性ない「負担軽減」で繕うな
　共同発表は、FRFの辺野古建設が「普天間飛行場
の継続使用を回避するための唯一の解決策であ
る」とした。前回「2プラス2」では、辺野古移設に
疑問を呈する米上院の有力議員への配慮から、辺
野古移設は「これまでに特定された唯一の有効な
解決策」とされたが5、今回の共同発表からは「こ
れまでに特定された」という限定もなくなった。
実行不可能な辺野古移設に固執することは、事実
上、普天間の現状固定化を容認することを意味し
ており、決して許されない。
　一方で政府が進展を強調する沖縄の「負担軽

日米「2プラス2」

最後に、9月26日を核兵器完全廃絶国
際デーに指定し、この会議以後の進展
を確認すべく5年以内に核軍縮ハイレ
ベル国際会議を招集すべきとの提案
もありました。（略）

世界的な核軍縮はより安全な世界を
もたらすだけではなく、重要な資源を
開発や貧困削減に振り向けることを

可能にもするものです。これは、人類
の利益のために私たちが義務を負っ
ている、最高度のグローバル公共財で
もあるのです。（略）

国連の旅は、私たちが本日討論してき
たものと同じ脅威によって初めから
悩まされてきました。私たちは、核兵
器廃絶の取り組みを十分進められな

かっただけではなく、ずいぶんとコー
スを外れてきてしまってもいます。

（略）核兵器を世界からなくすプロセ
スを開始しようではありませんか。今
こそ始めようではありませんか。

（後略）

（訳：ピースデポ）
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減」は、実態に乏しい。具体的な合意は以下の2点
である。ともに今年11月末までの具体化が明記さ
れた。

①沖縄県東方沖の米軍提供区域である「ホテ
ル・ホテル訓練区域」の一部で航行制限を解
除し、部分的に漁業や航行が可能になる時間
とエリアなどを定める。

②自治体が跡地利用計画の策定を円滑に行え
るよう、返還予定の米軍施設及び区域への立
入りを可能にする枠組みをつくる。

　①については、詳細は未定であり、あくまで米
軍の使用を妨げない限定的な範囲に留まる可能
性が高い。また、②に関しては、地元紙が「当然の
要求だ」と指摘するように6、むしろ遅すぎたこと
が非難されるべきである。
　さらに、オスプレイをめぐっては、県外での訓
練を増加させ沖縄での訓練時間を削減すること

が合意された。だが、具体的にどの程度の訓練移
転が行われるかは定かでない。それ以前に、オス
プレイは昨年9月の日米合同委員会合意に違反し
て、人口密集地での飛行を日常的に繰り返してい
るが、日本政府はこれを放置している。政府は「負
担軽減」の体裁を繕う前に、せめて日米合意を厳
守させなければならない。そして何より、沖縄が
求める配備撤回に向けた対米交渉にこそ本腰を
入れるべきである。（吉田遼）

注
1　www.mofa.go.jp/mofaj/area/page4_000229.html

に「概要」、「英文」、「仮訳」。
2　日本政府は10月25日、特定秘密保護法案と合わせ

て国家安全保障会議創設関連法案を閣議決定し、
国会に提出した。

3　www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/2plus2_
gai1106.html

4　注1のURLに改正議定書の「和文」、「英文」。
5　本誌第401-2号（12年6月15日）参照。
6　沖縄タイムス社説、13年10月4日。

【資料】日米安全保障協議委員会
共同発表
「より力強い同盟とより大きな責
任の共有に向けて」（抜粋訳）

13年10月3日

Ⅰ．概観
　2013年10月3日、日米安全保障協
議委員会（SCC）は、米国の国務長官及
び国防長官並びに日本の外務大臣及
び防衛大臣の参加を得て、東京で開催
された。この歴史的な会合の機会に、
SCCは、国際の平和と安全の維持のた
めに、両国が果たす不可欠の役割を再
確認し、核及び通常戦力を含むあらゆ
る種類の米国の軍事力による日本の
安全に対する同盟のコミットメント
を再確認した。（略）
　日本はまた、国家安全保障会議の設
置及び国家安全保障戦略の策定の準
備を進めている。さらに日本は、集団
的自衛権の行使に関する事項を含む
自国の安全保障の法的基盤の再検討、
防衛予算の増額、防衛計画の大綱の見
直し、自国の主権の下にある領域を防
衛する能力の強化及び東南アジア諸
国に対する能力構築のための取組を
含む地域への貢献の拡大を行ってい
る。米国は、これらの取組を歓迎し、日
本と緊密に連携していくとの誓約を
改めて表明した。（略）

Ⅱ．二国間の安全保障及び防衛協力
（略）

●  日米防衛協力のための指針
　閣僚は、変化する地域と世界の安全
保障環境がもたらす影響を認識し、防
衛協力小委員会（SDC）に対して、紛争
を抑止し、平和と安全を促進する上で
同盟が引き続き不可欠な役割を果た
すことを確保するため、1997年の日

米防衛協力のための指針の変更に関
する勧告を作成するよう指示した。閣
僚は、この見直しについていくつかの
目的を明確にした。それには次のもの
が含まれる。

○日米防衛協力の中核的要素とし
て、日本に対する武力攻撃に対処
するための同盟の能力を確かな
ものにすること。

○日米同盟のグローバルな性質を
反映させるため、テロ対策、海賊
対策、平和維持、能力構築、人道支
援・災害支援、装備・技術の強化と
いった分野を包含するよう、協力
の範囲を拡大すること。

（略）
○相互の能力の強化に基づく二国

間の防衛協力における適切な役
割分担を示すこと。

（略）
　閣僚は、このSDCの作業を2014年
末までに完了させるよう指示した。
●  弾道ミサイル防衛協力（略）
●  サイバー空間における協力（略）
●  宇宙における協力（略）
●  共同の情報収集・警戒監視・偵察

（ISR）活動（略）
●  施設の共同使用（略）
●  二国間の計画検討作業（略）
●  防衛装備・技術協力（略）
●  拡大抑止協議（略）
●  情報保全（略）
●  共同訓練・演習
　（略）閣僚は、同盟の抑止力を維持し
つつ、日本本土を含め沖縄県外におけ
る訓練を増加させるため、次の機会を
活用することを決定した。
　（略）

○特有の能力を備えたMV-22オス
プレイの沖縄における駐留及び
訓練の時間を削減する、日本本土

及び地域における様々な運用へ
の参加。上述の訓練に加えて、閣
僚は、例えば、MV-22オスプレイ
のフォレスト・ライト訓練への参
加や、低空飛行訓練、空中給油訓
練、後方支援訓練といったMV-22
オスプレイによる飛行訓練に留
意した。

●  在日米軍駐留経費負担（略）

Ⅲ．地域への関与（略）

Ⅳ．在日米軍再編
（略）

●  沖縄における再編
（略）閣僚は、普天間飛行場代替施設
（FRF）のキャンプ・シュワブ辺野古崎
地区及びこれに隣接する水域に建設
することが、運用上、政治上、財政上及
び戦略上の懸念に対処し、普天間飛行
場の継続使用を回避するための唯一
の解決策であることを確認した。（略）
●  岩国（略）
●  グアム

（略）閣僚は、グアム及び北マリアナ諸
島連邦における訓練場の整備に対す
る日本の資金提供の重要性に留意し
た。この資金提供は、米海兵隊部隊の
グアムへの移転を支え、自衛隊及び米
軍によるこれらの訓練場の共同使用
を可能にするものであり、同盟にとっ
て有益なものである。（略）
　閣僚は、2012年のSCC共同発表に
おいて示された移転計画を再確認し
た。同計画の下で、米海兵隊部隊の沖
縄からグアムへの移転は、2020年代
前半に開始されることとなる。（略）
●  高度な能力（略）

（訳：ピースデポ）



１９９６年４月２３日第三種郵便物認可　毎月２回１日、１５日発行 7 核兵器・核実験モニター　第435号　2013年11月1日

特別連載エッセー●75
つちやま　ひでお
1925年、長崎市生まれ。長崎で入市被爆。病理学。88年～92年長崎大学
長。過去4回開かれた核兵器廃絶地球市民集会ナガサキの前実行委員長。
2010年12月、長崎市名誉市民に。 （題字も）

　国連総会第1委員会における有志国によ
る「非人道性に関する共同声明」に対し、こ
れまで同様に署名を拒否し続けていた日
本政府が、一転して賛同に回ることとなっ
た。被爆地を中心とする内外の猛烈な批判
に、政府として配慮せざるを得なかったか
らだ。
　政府のこうした方針の転換自体は、喜ば
しいこととして歓迎できる。ただそうは
いっても、何ともすっきりしない後味が残
る。なぜなら声明の中の「いかなる状況下
でも核兵器を使用すべきでない」との文言
が、日本のように“核の傘”（拡大核抑止）で
守られている国としては整合性がつかな
い、というのが反対の理由だったはずであ
る。にもかかわらず、日本も賛同した声明
にはこの文言がそのまま残されており、日
本が追加させたという「核軍縮に向けた全
てのアプローチと努力を支持する」程度の
表現では、とうてい矛盾なく整合できたと
はいえそうもない。加えて政府が事前に米
国務省に対して、安保政策には何ら変更が
ないことを説明して納得をしてもらった、
と聞けば、取りあえずこの場をやり過ごせ
ば、永続的な拡大核抑止への依存をにじま
せているとさえ疑いたくなる。
　もっとも本稿ではこの件を論考するの
が目的ではない。今回の声明について有志
国の真の狙いは何かを考えれば、核兵器
保有国に対して核兵器禁止条約への交渉
開始を促すためのものとして捉えられよ
う。これまで例年のように国連総会の場で
は、マレーシアやコスタリカなど有志国に
よって核兵器禁止にかかわる決議案が提
出され、100 ヵ国以上の賛同を得てきた。
しかし肝腎の核兵器国からは、中国を除い
てすべて反対票を投じられている。つまり
正面からの正攻法では、核兵器4カ国を賛
同させるのに手詰まりの状況にあった。
　そこでニュージーランドやノルウェー
などの有志国家が着目したのが、核兵器の
非人道性さらには非合法化を強調するこ
とによる廃絶へのアプローチという選択
だった。念頭には10年に発効したクラス

ター爆弾禁止条約のように、人道問題で結
束した有志国家とNGOの連携を軸とした
国際世論の潮流によって、保有国を取り囲
み、遂にそれらの賛同を得た教訓があった
に違いない。
　こうした理念の源流をたどると、96年
7月の国際司法裁判所（ICJ）から出された
勧告的意見に行き着く。同時に思い出され
るのは、同年の長崎における評価の論争で
ある。それは主として結論部分のE項に集
中した。E項の前半部（核兵器の威嚇または
使用は、一般的に国際法に違反する）につ
いては委員全員に異論はなかったが、後半
部の「しかし、国際法の現状及び裁判所が
入手できる事実要素の観点からして、裁判
所は、国家生存そのものが危機に瀕してい
るような自衛の極端な状況において、核兵
器の威嚇または使用が合法であるか或い
は違法であるかを決定的に結論づけるこ
とはできなかった」との文言が問題となっ
た。
　そのため被爆者や有識者の一部からは、
勧告自体を大して評価できないとの意見
が出された。自衛戦争の名の下に侵略戦争
が行われたように、国家の生存危機を拡大
解釈して、核兵器使用を正当化させかねな
い、との主張もあった。その結果、市長の提
案によって小委員会を儲け、そこで評価の
両論をまとめた上、結論を導くことになっ
た。小委員会では筆者を含めた見解とし
て、E項の前半の結論のみでなく、F項の「厳
格で効果的な国際管理の下であらゆる側
面における核軍縮へと導く交渉を誠実に
継続し、結論に達する義務がある」との記
述も加え、勧告的意見を高く評価すること
に決定した。
　しかし、である。日本政府が大量破壊兵
器による攻撃はもちろん、通常兵器による
ものに対してさえも、米国の核兵器による
反撃を要請しているらしいと聞けば起草
委員会での反対意見も、あながち杞憂とば
かりはいえないように思えてくるではな
いか。
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宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（6 桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：
会員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願
います。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購
読の更新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたし
ますが、入会を歓迎します。

次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。
金マリア（ピースデポ）、塚田晋一郎（ピースデポ）、湯浅一郎

（ピースデポ）、朝倉真知子、有銘佑理、津留佐和子、丸山淳
一、山口響、吉田遼、梅林宏道

書：秦莞二郎

今号の略語
CD＝ジュネーブ軍縮会議
ICJ＝国際司法裁判所
NAM＝非同盟運動（諸国）
NATO＝北大西洋条約機構
NPDI＝不拡散・軍縮イニシャチブ
NPT＝核不拡散条約
2プラス2＝日米安全保障協議委員会

●10月6日　シリア、化学兵器全廃作業とし
て、ミサイル弾頭や航空爆弾、化学物質混合設
備の破壊を国際専門家の監督下で開始。
●10月6日　イランのハメネイ師、国連総会で
欧米諸国との対話路線を打ち出す演説を行っ
たロウハニ大統領の外交努力を称賛。
●10月7日　北朝鮮、国連総会で、2月に行った
核実験について、「自主権を守るための完全な
主権の行使」と述べ、改めて正当化。
●10月7日　米ロ、偶発的核戦争を回避するた
め、80年代後半に設置された「核危機軽減セン
ター」の機能を更新する合意文書に調印。
●10月7日　インド、核弾頭搭載可能な国産短
距離ミサイル「プリトビ2」の発射実験に成功。
●10月7日　ラスムセンNATO事務総長、トル
コがMDシステムの共同開発相手として中国
企業を検討していることに懸念を表明。
●10月7～9日　第129回IPU会議、ジュネーブ
で開催。核兵器のない世界の実現に向けた議
会の役割と協力をテーマに議論。
●10月8日　韓国国防科学研究所、対艦ミサイ
ルなどを全方位で防衛できる艦艇用IRSTの独
自開発に成功したと発表。世界で3番目。
●10月8日　韓国国家情報院、国会の情報委員
会で報告し、北朝鮮が寧辺黒鉛減速炉を再稼
働していることを当局として公式認定。
●10月8日　ロシア、SLBM発射可能な次世代
原子力潜水艦「ウラジーミル・モノマフ」の初
の試験にバレンツ海で成功したと発表。
●10月8日　ロシア下院国防委員会、今後3年
以内に核兵器に関する年間予算を50％以上増
やす意向を発表。
●10月9日　防衛省、大阪府吹田市の万博記念
公園で地対空誘導弾PAC3の展開訓練を実施。
東京都以外では初めて。
●10月10日付　北朝鮮が白頭山周辺の山岳地

帯に地下ミサイル基地建設を完了した
ことを、複数の韓国政府関係者が明らか
に。
●10月10日　ケリー米国務長官のアジ
ア歴訪に同行した国務省高官、北朝鮮が
非核化に向けた具体的行動を取るまで
対話に応じない考えを表明。
●10月11日　米空軍、核ミサイルを管理
する第20空軍のトップを「指導力と判断
力に対する信頼を失った」として免職処
分にしたと発表。
●10月15日　韓国軍消息筋、THAADシ
ステムの導入を検討していることを示
唆。
●10月16日　韓国の金寛鎮国防部長官、
韓国の米MD参加をめぐる議論に反駁
し、「独自にKAMD体系を構築する」と強
調。
●10月15日　イラン、P5＋独との核協議
で、ウラン濃縮活動の縮小など核兵器開
発疑惑の払拭に向け新たな案を提示。
●10月16日　P5＋独とイラン、ジュネー
ブでイランの核問題に関して協議。11月
7～8日の次回協議に合意し終了。
●10月17日　韓国防衛事業庁、弾道ミサイル
作戦統制所の構築作業がシステム不備により
来年6月まで遅れる見通しを発表。
●10月19日　シンガポール聯合早報、日本が
尖閣諸島を失うことになった場合、核武装す
る道を選択する可能性があると論じる。
●10月20日　安倍首相による「安全保障と防
衛力に関する懇談会」が「国家安全保障戦略」
概要を決定。NSCの運営指針とする方針。
●10月21日　第68回国連総会第1委員会で発
表された「核兵器の人道的影響に関する共同
声明」に日本が初めて賛同。（本号参照）

沖縄
●10月8日　仲井真知事、外相及び防衛相と会
談。「2プラス2」での辺野古移設推進合意を批
判。県外移設を重ねて求める。（本号参照）
●10月8日　日米両政府、地位協定運用見直し
に合意。在日米軍人・軍属の公務中犯罪の処分
結果を、米側が日本政府に通知し、日本政府が
被害者・家族に開示することに。
●10月9日　オスプレイ、宜野座村キャンプ・
ハンセン内の着陸帯アウル・ホイップアー
ウィルで初訓練。民間地から約100m。
●10月10日　日台漁業協定操業ルール案決
定。県協議会、11月までに台湾側と意見交換。
●10月11日　県、東アジア安保体制をテーマ
に日・中・台・米国際フォーラム開催。

核兵器廃絶のための新しい情報を得るオープンな場
アボリション・ジャパンML に参加を　 　 abolition-japan-subscribe@yahoogroups.jpに
メールをお送りください。本文は必要ありません。（Yahoo! グループのML に移行しました。これまで
と登録アドレスが異なりますので、ご注意ください。）

●10月11日　県議会、尖閣問題の平和的解決
及び漁業協定見直しを求める意見書可決。
●10月11日　名護市議会、キャンプ・ハンセン
一部土地の2段階返還に抗議。返還延長を防衛
局に要請。
●10月11日　喜納県議会議長、辺野古移設不
承認に向けた県議会行動の必要性に言及。
●10月15日　安倍首相、所信表明演説。安保環
境の悪化、離島防衛の必要性を強調。
●10月16日　オスプレイ、滋賀で日米合同訓
練に初参加。安全性・負担軽減を強調。
●10月16日　 嘉 手 納 暫 定 配 備 のF22ラ プ
ター、米国への帰還開始。5機が離陸。
●10月17日　オスプレイ4機、沖縄本島北部で
夜間訓練。うち1機、騒音防止協定違反。
●10月18日　竹富島公民教科書問題、下村文
科相が県教委に是正要求。従わない場合、違法
確認訴訟も検討。
●10月20日付　米政府、06年発生の米兵タク
シー強盗致傷事件について見舞金約200万円
の支払い提示で被害者と合意。賠償額の7％。

IPU＝列国議会同盟／IRST＝赤外線捜索追
跡システム／KAMD＝韓国型ミサイル防衛
／MD＝ミサイル防衛／NATO＝北大西洋条
約機構／NSC＝国家安全保障会議／PAC3＝
パトリオットミサイル3 ／P5＝安保理常任
理事国／SLBM＝潜水艦発射弾道ミサイル
／THAAD＝高高度防衛ミサイル

日 誌
2013.10.6～10.20
作成：有銘佑理、金マリア、塚田晋一郎
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★ご注文方法など詳細は後日掲載予定

● 特集 : 北東アジアの平和の枠組み
　■  47のキーワード：核軍縮 / ミサイル防衛
    　 米軍・自衛隊 / 自治体とNGO   ほか
　 ■  市民と自治体にできること

    ■  45の一次資料　        （一部変更の可能性あり）

【12月初め発行予定】


